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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （金額は百万円未満切捨て表示）

　　売    上    高 　　 営　業　利　益 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 89,408 6.7 7,386 8.0 5,500 △ 8.0
13年 9月中間期 83,805 11.3 6,839 39.8 5,976 33.5
14年 3月期 171,217 14,434 13,424

    中間(当期）純利益         １ 株 当 た り 中 間  潜在株式調整後１株当

          ( 当 期 ） 純 利 益  たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 2,592 △ 12.4 45.06 41.03
13年 9月中間期 2,959 125.3 52.89 46.83
14年 3月期 5,842 104.39 92.43
(注)①持分法投資損益                 14年 9月中間期  △342 百万円   13年 9月中間期 △162 百万円    14年 3月期 △348 百万円

     ②期中平均株式数（連結） 　14年 9月中間期  57,535,917 株   13年 9月中間期  55,953,359 株  14年 3月期  55,966,603 株

     ③会計処理の方法の変更　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産       　株  主  資  本       株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 249,103 79,514 31.9 1,328.13
13年 9月中間期 232,826 70,033 30.1 1,251.58
14年 3月期 245,403 76,099 31.0 1,343.70
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期 59,869,373 株　13年 9月中間期  55,956,018 株  14年 3月期 56,633,918 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　 営業活動による 　 投資活動による 　財務活動による  現金及び現金同等物

 キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー　期  末  残  高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 3,649 △ 14,387 7,790 39,336
13年 9月中間期 211 △ 11,976 3,536 39,037
14年 3月期 7,793 △ 14,217 1,356 42,784

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14社     持分法適用非連結子会社数　0社     持分法適用関連会社数　1社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 0社    （除外）0社   持分法（新規） 0社   （除外）　0社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　　経　常　利　益 　当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

通　　期 182,000 12,100 6,150
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   102 円 28 銭 

　　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。

　　　 実際の業績は、今後様々な要因によって、予想数値と異なる結果となる可能性があります。

　　　 なお、上記予想に関する事項は、添付資料の７ページをご参照ください。
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企業集団の状況

当社グループは提出会社（以下「当社」という。）並びに子会社１７社および関連会社１社

で構成されており、医療用器具、医薬品および医療用硝子・魔法瓶用硝子等器材品の製造販売

ならびにスーパーマーケット、ドラッグストアの経営を主として行っております。

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであ

ります。

＜医療部門＞

（国内） 当社および連結子会社ニプロ医工㈱が医療用器具の製造を行い、また、在外子会

社が製造した医療用器具を当社が販売しております。

（海外） 連結子会社ニプロタイランドコーポレーション(タイ)、福州尼普洛有限公司（中

国)、尼普洛(上海)有限公司(中国)およびニプロメディカルLTDA.(ブラジル)は当社

より原材料の一部の仕入ならびに製造機械類の購入を行い、医療用器具を製造し、

当社ならびに当社子会社等を通じて販売する一方、現地での販売も行っております。

連結子会社ニプロヨーロッパN.V.(ベルギー)、ニプロメディカルコーポレーショ

ン(米国)、ニプロメディカルパナマS.A.(パナマ)、ニプロメディカルメキシコS.A.

DE C.V.(メキシコ)および非連結子会社ニプロアジアPTE LTD(シンガポール)はそれ

ぞれ周辺地域での医療用器具等の販売を行っております。

非連結子会社ニプロダイアビーティーズシステム,INC. (米国)はインシュリンポ

ンプ等の携帯用糖尿病関連商品の開発を行っております。

＜医薬品部門＞

当社および連結子会社菱山製薬㈱が医薬品の製造販売を行っております。

持分法適用関連会社㈱バイファは血液製剤等医薬品の研究・製造販売を行ってお

ります。

＜器材部門＞

（国内） 関西地区では当社が硝子管を販売するとともに硝子製品の製造販売を行っており

ます。

関東地区では連結子会社新和商事㈱が当社より原材料の硝子管を購入し、硝子製

品の製造販売を行っております。

（海外） 連結子会社上海日硝保温瓶胆有限公司(中国)は魔法瓶の中瓶ならびに硝子製品等

を製造し、現地で販売するとともに輸出も行っております。

＜ストア部門＞

連結子会社㈱ニッショーは京阪神地区で生鮮食品を主体としたスーパーマーケッ

トを展開しております。

また、連結子会社㈱ニッショードラッグは阪神地区で医薬品・日用雑貨等の小売

を主とするドラッグストアを展開しております。

＜その他部門＞

当社は医療用器具等製造機械の製造(一部仕入)販売を行っております。

不動産賃貸業については、当社および㈱ニッショーが営んでおります。

非連結子会社ニッショー保険サービス㈱は主にグループ各社向けの損害保険代理

業を行っております。

その他の関係会社でありますサンリ興産㈱は不動産賃貸業を行っております。

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。
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（国　　内）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（海　　外）

　　　

　　　　

                                                                                          

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製商品の供給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原材料の供給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎　　連結子会社

○　　非連結子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     □　  持分法適用関連会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     △    その他の関係会社

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　－３－

医療部門

≪製造販売≫

◎ﾆﾌﾟﾛﾀｲﾗﾝﾄﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

◎福州尼普洛有限公司  　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◎尼普洛(上海)有限公司          

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙ LTDA.

≪販売≫ 　　　　　　

◎ﾆﾌﾟﾛﾖｰﾛｯﾊﾟ N.V.   

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ    

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾊﾟﾅﾏ S.A.   

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾒｷｼｺ S.A. DE C.V.   

○ﾆﾌﾟﾛｱｼﾞｱ PTE LTD

 ≪開発・販売≫

○ﾆﾌﾟﾛﾀﾞｲｱﾋﾞｰﾃｨｰｽﾞｼｽﾃﾑ,INC.  
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医療部門

≪製造≫

◎ニプロ医工㈱

医薬品部門

≪製造販売≫

◎菱山製薬㈱

≪開発・製造販売≫

□㈱バイファ

器材部門

≪製造販売≫

◎新和商事㈱
器材部門

≪製造販売≫

◎上海日硝保温瓶胆有限公司 　　　　　　　　　

　　　　　　　　
ストア部門

≪ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄの経営≫

◎㈱ニッショー

≪ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ・薬店の経営≫

◎㈱ニッショードラッグ

そ の 他

≪損害保険代理業務≫

○ニッショー保険サービス㈱

そ の 他

≪不動産賃貸業≫

△サンリ興産㈱



　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　－　  －4

経 営 方 針

１．経営の基本方針

　当社は、創業以来「技術」をコンセプトとして発展してまいりました。特に医療・医薬品分野に

おきまして、新製品の開発に力を注いでおります。また、企業経営におきましては、常に「安定」

と「成長」を追求する経営を基本としております。

２．利益配分に関する基本方針

　当社は、「安定」と「成長」のバランスを取るための経営の仕組みづくりといたしまして「業績

スライド制」を確立し、自己責任に基づく活力ある事業展開を行っております。

「業績スライド制」とは、株主の皆様への配当につきましては、配当性向５０％基準で実施し、

従業員の賞与につきましては、部門別業績により決定し、経営者の利益配分につきましても、業績

に基づいて行うというものであります。

　内部留保資金につきましては、今後の事業拡大に備えるものであり、将来的には収益の向上を通

じて株主の皆様に還元できるものと考えております。

したがいまして、経営基盤の確立と長期的展望に立った事業展開を勘案し、販売部門や生産部門

はもとより、研究開発部門にも積極的に投入してまいります。

３．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針

　株式投資単位の引き下げは、個人投資家の市場参入を促進し、証券市場の活性化につながると考

えておりますが、一方において、株価水準や株式の流動性等の需給環境、および費用に対する効果

等の関係もございますので、慎重に検討したうえで対処してまいります。

４．目標とする経営指標

　当社は、２０１０年に売上高３ ,０００億円、経常利益２００億円、ＲＯＥ１０％の達成を経営の

目標として掲げております。これらの目標を達成すべく、医療部門および医薬品部門では、研究開

発から生産・販売までの一体的な運営を行うとともに、市場ニーズの的確な把握と迅速な商品開発

による事業拡大を推進してまいります。器材部門では、硝子器材を中心に海外への生産移転を行い、

低コスト・高品質製品の供給体制を確立することにより、世界進出を行ってまいります。またスト

ア部門では、食品スーパーマーケットならびにドラッグストアのチェーン展開により収益拡大を図

ってまいります。

５．中長期的な経営戦略

　医療部門では、人工腎臓以外の人工心臓、人工皮膚、人工血液など、あらゆる臓器・組織を対象

にした研究開発に取り組み、世界有数の人工臓器メーカーを目指してまいります。

また医薬品部門では、腎疾患領域や血液関連、輸液栄養分野に特化した研究開発を進め、器材部

門では、中国における魔法瓶硝子の生産・販売拠点を確立し、低コスト・高品質の製品供給を本格

化させ、医薬用硝子におきましても同様の世界化を図ってまいります。ストア部門におきましては、

食品スーパーマーケットの総菜や半調理食品の品揃えを強化し、ドラッグストアでは年間約１０店

舗の割合で、京阪神地区を中心に多店舗化を進めてまいります。

６．対処すべき課題

　医療部門の国内事業におきましては、ダイアライザー、透析用血液回路、人工腎臓用補液、人工
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腎臓用透析液粉末製剤、透析装置等の人工腎臓用器具関連製品に注力し、市場ニーズへの対応、新

製品の開発および市場展開、品質の向上、販売強化に努め、一層のシェア拡大を図ってまいります。

注射・輸液・カテーテル等のディスポーザブル関連製品では、特に薬液注入用器具のシェア拡大を

目指すとともに、血管内カテーテル等の新製品の開発、市場展開、販売強化を推進してまいります。

また、医療現場における医療事故の防止に役立つ製品として、誤接続防止製品、感染防止製品、針

刺し事故防止製品等の市場展開を積極的に推進し、より一層のシェア拡大を図ってまいります。

一方、国際事業におきましては、市場における安全対策医療器具の急速な普及に合わせた一連の

製品について、開発・拡大を図るとともに、中近東地域における支店開設による海外拠点の強化を

進めてまいります。また海外他社製品につきましては、当社の販売網に乗せるべく技術指導による

品質向上を図り、売上拡大を目指してまいります。そのほか、新透析機械につきましては、量産化

を推し進め、透析関係のパッケージ販売を積極的に推進し、インスリン薬液自動注入システムにつ

きましても生産・販売を行ってまいります。

医薬品部門におきましては、「粉・液」および「液・液」のダブルバッグキット製剤、および注

射筒に薬剤を充填したプレフィルドシリンジキット製剤など、キット製剤の早期上市に取り組んで

まいります。また人工血液、ＤＤＳ製剤など遺伝子組み替えヒト血清アルブミンを応用した医薬品

や腎疾患に関連する医薬品等の開発も進めてまいります。

器材部門におきましては、有害物質を含まない照明関係の色硝子製品の開発により新市場を開拓

し、液晶バックライト用新素材製品による拡販を推進してまいります。医薬用ゴム栓に関しまして

は、ラミネートを駆使した製品を、また薬剤投与キット製品に関しましては、プレフィルドシリン

ジをそれぞれ開発・製品化してまいります。また海外におきましては、上海日硝保温瓶胆有限公司

で魔法瓶用内瓶の開発を進め、世界市場へ進出してまいります。

ストア部門におきましては、取り扱い商品の生産、製造、流通の各段階での安全性の確認、いわ

ゆるトレーサビリティーを可能な限り実施し、より一層、安全性、信頼性の高い商品提供に努める

とともに、さらにレベルアップしたカスタマーサービスの徹底により、地域のお客様に安心とご満

足を提供するホスピタリティーな店づくりを目指してまいります。また、現在展開している「ニッ

ショー会員カード」による優良顧客の囲い込みや、電子メール会員への商品や生活情報の提供に加

え、全国から選りすぐりの逸品を産地直送でお届けする通信販売「ダイレクトショップ」を開始す

るなど、ＩＴときめ細かいカスタマーサービスにより、競合他社との一層の差別化を図り、業績向

上に努めてまいります。

７．経営管理組織の整備等に関する施策

　当社は、抜本的な企業改革と組織再編を実施し、事業部別責任体制の明確化と管理体制の強化を

目指しております。また各事業部を一つの企業体とみなし、自己責任に基づく事業運営と遵法精神

の徹底を図っており、さらに、この事業部制と相俟って、取締役会の権限強化、経営の透明性の確

保を図るべく、定期的にグループ経営会議を開催し、業務執行上の重要な問題の審議や営業報告等

によるグループの一体的経営管理を実施しております。

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

１．当中間期の概況

　当中間期のわが国経済は、輸出の持ち直し等から一部改善の兆しを見せ始めたものの、経済のグ

ローバル化に伴う設備・雇用・債務等の過剰問題が影響し、設備投資や個人消費の低迷が続くなど、

先行き不透明感が強まる状況のもとに推移しました。

このような状況下で、当社は経営目標と各事業の方向性を明確にし、飛躍的な発展と安定した基
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盤の強化を目指し、既存商品の拡販と新製品の開発に努めてまいりました。

この結果、当中間期の連結売上高は８９４億８百万円（前年同期比６．７％増）、連結営業利益

は７３億８６百万円（前年同期比８．０％増）、連結経常利益は５５億円（前年同期比８．０％減）、

連結中間純利益は２５億９２百万円（前年同期比１２．４％減）となりました。

以下、事業のセグメント別の概況についてご報告申し上げます。

（１）医療部門

　国内事業におきましては、４月に実施された診療報酬の大幅改定等により、市場での医療費抑制

策が一層強化される状況下で、コスト等の競争が一段と熾烈化するなど、販売競争がさらに激化し

た厳しい環境のもとに推移しました。

このような状況下で、当部門は、販売効率の一層の向上を図り、販売拠点の増強に努めるほか、

人工腎臓用、注射・輸液用、循環器治療用、検査用の新製品の開発と市場展開など、積極的な事業

拡大を推進してまいりました。

一方、国際事業におきましては、市場における価格競争が一段と激化する中、厳しい経営環境下

にありましたが、自社販売網によるニプロブランド製品の普及に努めるとともに、一層のコスト削

減を徹底し、市場拡大に積極的に努めてまいりました。

ニプロブランド製品の販売につきましては、販売拠点の活動が逐次強化され、順調に拡大してお

ります。市場は過去のような地域差がなくなってきており、非常に厳しい状況にありますが、社内

総力をあげた懸命の努力の結果、売上高を順調に伸ばすことができました。

この結果、当部門の売上高は、３８２億７３百万円（前年同期比２．８％増）となりました。

（２）医薬品部門

医薬品部門におきましては、薬価改定や激化する販売価格競争等により非常に厳しい市場環境で

推移しました。

このような状況下で、当部門は「粉・液」のダブルバッグキット製剤やプレフィルドシリンジキ

ット製剤等のキット製剤の研究開発に注力するとともに、新製品ならびに種々のキット製品、透析

液粉末製剤等の拡販につとめる中、本邦初の濾過型人工腎臓用補液キット製剤を上市し、さらに低

含量含有製剤２品目５剤型、および輸液関連医薬品１品目を販売し、売上拡大に努めてまいりまし

た。また海外導入品の血糖値測定システムが国内市場に急速に浸透し、売上も順調に増加しました。

この結果、当部門の売上高は、１００億５４百万円（前年同期比３２．０％増）となりました。

（３）器材部門

器材部門におきましては、引き続き既存商品の拡販と新製品の開発に努めてまいりました。医薬

用硝子では、アンプルのプラスチック化、管瓶のバッグ化・シリンジ化等、容器の形態変更が進み、

厳しい状況で推移しました。一方、ゴム栓、輸液用栓体、キット製品につきましては、売上が増加

したほか、魔法瓶につきましては、安価な中国製品の影響はあったものの、輸出向けが比較的堅調

に推移しました。また照明用硝子につきましては、液晶バックライト用硝子の販売が順調に推移し、

新素材の投入も寄与しました。

この結果、当部門の売上高は５３億２３百万円（前年同期比４．５％減）となりました。

（４）ストア部門

ストア部門におきましては、当中間期も依然として景気回復の兆しは見られず、雇用不安や家計

の悪化による個人消費の低迷に加え、商品産地の虚偽表示問題や中国産冷凍野菜の農薬残留問題な

どにより、顧客の食品に対する安全性への関心が高まり、消費者の「食への不信」にかかわる慎重

な購買行動が、全般的な消費の低迷に拍車をかける結果となり、過去に類を見ない厳しい状況のう

ちに推移しました。
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このような環境のもと、食品ストアにおきましては、顧客の購買単価の下げ止まりや優良顧客の

囲い込みを目的としたカード会員導入店舗の増加に努めた結果、新たなお客様のご支持を得るとこ

ろとなり、ほぼ昨年並みの客数を確保することができました。また新たに４店舗で酒販免許を取得

したことによる収益増や、一昨年開店した４店舗が順調に推移し、収益改善に寄与しました。一方、

ドラッグストアにおきましても、お客様の暖かいご支援を受け、当中間期も１１店舗の新規出店を

行い、好調な売上推移となりました。

この結果、当部門の売上高は、３４９億４８百万円（前年同期比７．３％増）となりました。

（５）その他部門

その他部門につきましては、主に医療用器具製造機械等の販売および不動産賃貸により、売上高

は８億９百万円（前年同期比１．４％増）となりました。

２．通期の見通し

　今後のわが国経済は、不良債権処理問題による企業倒産や人員整理に伴う失業者の増加が予想さ

れ、先行きに対する不安感が高まる中、本格的な景気回復が見込めない状況が続くものと予想され

ます。

このような見通しのもと、当社は引き続き医療部門、医薬品部門、器材部門における新製品の開

発と既存商品の市場展開を積極的に進めるとともに、ストア部門におきましては多様化する消費者

のニーズを的確にとらえて、地域のお客様のご支持を得るべく最善の努力をしてまいる所存であり

ます。

通期の見通しといたしましては、連結売上高１，８２０億円、連結経常利益１２１億円、連結当

期純利益６１億５０百万円を見込んでおります。なお、為替レートにつきましては、１ＵＳ＄当た

り１２０円を予想しております。

　

３．財政状態

　当中間期の資産、負債、資本およびキャッシュ・フローの増減状況、ならびにその主な要因は、

以下のとおりであります。

　資産につきましては、前期末に比べて３７億円増加し、２ ,４９１億３百万円となりました。この

うち流動資産は２億１４百万円増加の１ ,１５７億７０百万円、固定資産は３４億８５百万円増加の

１,３３３億３２百万円であります。なお、固定資産の増加の主な内容は、医療部門および医薬品部

門における工場建物や機械装置等であります。

　負債につきましては、前期末に比べて２億５８百万円増加し、１ ,６７９億７３百万円となりまし

た。このうち流動負債は８億８３百万円増加の１ ,０６６億４６百万円、固定負債は６億２４百万円

減少の６１３億２６百万円であります。なお、流動負債の増加の主な要因は、コマーシャルペーパ

ーの発行によるものであり、固定負債の減少の主な要因は、社債を一部流動負債へ振り替えたこと

によるものであります。

　資本につきましては、前期末に比べて３４億１５百万円増加し、７９５億１４百万円となりまし

た。なお、資本の増加の主な要因は、転換社債の株式転換による資本金および資本準備金の増加に

よるものであります。

　キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが３６億４９百万円の

収入超過、投資活動によるキャッシュ・フローが１４３億８７百万円の支出超過、財務活動による

キャッシュ・フローが７７億９０百万円の収入超過となり、現金および現金同等物は３４億４７百

万円減少し、３９３億３６百万円となりました。なお、投資活動によるキャッシュ・フローが支出

超過となった主な要因は、有形固定資産の取得によるものであり、財務活動によるキャッシュ・フ

ローが収入超過となった主な要因は、コマーシャルペーパーの発行および長期借入金の借り入れに

よるものであります。



中間連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前 期 末
期 別

平成13年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成14年3月31日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 資 産 １１２，６５１ 48.4 １１５，７７０ 46.5 １１５，５５６ 47.1

現 金 及 び 預 金 ４４，４４６ ４０，７１４ ４３，９００

受取手形及び売掛金 ３７，９１５ ４０，５０４ ４０，０１２

有 価 証 券 １４ １４ １４

た な 卸 資 産 ２４，６７７ ３０，１０８ ２７，０１４

繰 延 税 金 資 産 １，５２９ １，７３２ １，２９５

そ の 他 ４，２００ ２，８８２ ３，５５５

貸 倒 引 当 金 △ １３２ △ １８６ △ ２３７

固 定 資 産 １２０，１７４ 51.6 １３３，３３２ 53.5 １２９，８４７ 52.9

有 形 固 定 資 産 ７１，７９６ 30.8 ８７，０６３ 34.9 ８１，０２８ 33.0

建物及び構築物 ３１，６６２ ３８，２１０ ３５，０７２

機械装置及び運搬具 １４，４１９ １７，７６６ １５，３６４

土 地 ２１，２３１ ２２，４７６ ２３，０４３

建 設 仮 勘 定 ２，０２２ ５，４８８ ４，９１６

そ の 他 ２，４５９ ３，１２１ ２，６３１

無 形 固 定 資 産 １，６１５ 0.7 １，４３４ 0.6 １，６３１ 0.7

連 結 調 整 勘 定 ５４７ ３２５ ４３６

そ の 他 １，０６７ １，１０９ １，１９４

投資その他の資産 ４６，７６３ 20.1 ４４，８３４ 18.0 ４７，１８７ 19.2

投 資 有 価 証 券 ２９，９１３ ２７，９０２ ３０，５６８

長 期 貸 付 金 １，８９１ ２，４５１ ２，０５６

繰 延 税 金 資 産 １５７ １５６ １５２

差 入 保 証 金 １２，４６０ １２，３２４ １２，３９７

そ の 他 ２，９１０ ２，６７６ ２，６８３

貸 倒 引 当 金 △ ５６９ △ ６７６ △ ６７１

資 産 合 計 ２３２，８２６ 100.0 ２４９，１０３ 100.0 ２４５，４０３ 100.0

（注） （ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 75,210 百万円 80,822 百万円 77,852 百万円

２．手 形 割 引 高 1,546 〃 33 〃 1,610 〃

３．保 証 債 務 の 残 高 3,920 〃 3,545 〃 3,783 〃

４．担 保 に 供 し て い る 資 産 17,139 〃 18,983 〃 18,071 〃

－８－



中間連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前 期 末
期 別

平成13年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成14年3月31日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 負 債 ７４，４１２ 32.0 １０６，６４６ 42.8 １０５，７６３ 43.1

支払手形及び買掛金 ２８，４３９ ２８，０４４ ２８，０２７
短 期 借 入 金 ３３，４７１ ３２，７１５ ３２，６０７
１年以内償還予定 － １５，０００ １３，０００社 債

１年以内償還予定 － ６，１２０ １１，２１０転 換 社 債

未 払 金 ２，８９３ ３，０４２ ３，７８３
未 払 法 人 税 等 ２，３８２ ２，８１７ ３，５２３
賞 与 引 当 金 １，６５８ ２，１４６ １，３５２
売上値引引当金 １，３２９ ９３６ ９３６
設備関係支払手形 １，６１３ ４，５３０ ７，５３９
コマーシャルペーパー － ７，０００ －
そ の 他 ２，６２３ ４，２９３ ３，７８１

固 定 負 債 ８６，７８５ 37.2 ６１，３２６ 24.6 ６１，９５１ 25.2

社 債 ４５，０００ ３０，０００ ３２，０００
転 換 社 債 １２，３０７ － －
長 期 借 入 金 ２１，３０２ ２３，７８９ ２１，２７９
繰 延 税 金 負 債 ３，０６６ ２，０６９ ３，５７０
退職給付引当金 １，７００ ２，００１ １，７３０
そ の 他 ３，４０９ ３，４６６ ３，３７１

負 債 合 計 １６１，１９８ 69.2 １６７，９７３ 67.4 １６７，７１５ 68.3

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 １，５９５ 0.7 １，６１５ 0.7 １，５８８ 0.7

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２２，５６３ 9.7 － － ２３，１１２ 9.4
資 本 準 備 金 ２３，８８６ 10.3 － － ２４，４３４ 10.0
連 結 剰 余 金 ２４，０１８ 10.3 － － ２５，８１０ 10.5
その他有価証券評価差額金 ５，６８１ 2.4 － － ６，５０１ 2.6
為替換算調整勘定 △６，１１５ △2.6 － － △３，７０６ △1.5
自 己 株 式 △ １ △0.0 － － △ ５４ △0.0

資 本 金 － － ２５，６６０ 10.3 － －
資 本 剰 余 金 － － ２６，９７６ 10.8 － －
利 益 剰 余 金 － － ２６，６７７ 10.7 － －
その他有価証券評価差額金 － － ４，７７５ 1.9 － －
為替換算調整勘定 － － △４，３６７ △1.7 － －
自 己 株 式 － － △ ２０８ △0.1 － －

資 本 合 計 ７０，０３３ 30.1 ７９，５１４ 31.9 ７６，０９９ 31.0

負債、少数株主持分
２３２，８２６ 100.0 ２４９，１０３ 100.0 ２４５，４０３ 100.0及 び 資 本 合 計

（注） （ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）
６．自 己 株 式 の 数 969 株 109,818 株 36,231 株

－９－



中間連結損益計算書

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 ８３，８０５ 100.0 ８９，４０８ 100.0 １７１，２１７ 100.0
売 上 原 価 ６０，４１４ 72.1 ６３，７０５ 71.3 １２２，０９２ 71.3

売 上 総 利 益 ２３，３９０ 27.9 ２５，７０３ 28.7 ４９，１２５ 28.7

販売費及び一般管理費 １６，５５１ 19.8 １８，３１６ 20.4 ３４，６９０ 20.3

営 業 利 益 ６，８３９ 8.1 ７，３８６ 8.3 １４，４３４ 8.4

営 業 外 収 益 ５１０ 0.6 ４０５ 0.5 １，２８６ 0.7

受 取 利 息 １２８ １１１ ２４６

受 取 配 当 金 ２３６ １０８ ３２１

為 替 差 益 － － ４７０

そ の 他 １４５ １８５ ２４７

営 業 外 費 用 １，３７２ 1.6 ２，２９１ 2.6 ２，２９６ 1.3

支 払 利 息 ８９９ ８６０ １，７８６

為 替 差 損 １９１ １，０３６ －

持分法による投資損失 １６２ ３４２ ３４８

そ の 他 １１９ ５１ １６２

経 常 利 益 ５，９７６ 7.1 ５，５００ 6.2 １３，４２４ 7.8

特 別 利 益 １７５ 0.2 ５９６ 0.6 ７５４ 0.4

貸倒引当金戻入益 ８５ ４１ ５７

デリバティブ取引解約益 ７２ － ７２

助 成 金 受 入 益 － ５４９ ５４９

そ の 他 １８ ５ ７５

特 別 損 失 ６８２ 0.8 １，４３４ 1.6 ２，５６２ 1.4

固定資産売却・除却損 ３１ ５４ １８１

たな卸資産廃棄損 １０７ １３ ３１９

投資有価証券売却損 １０６ － ２６８

投資有価証券評価損 ６ ３８３ ４１８

固定資産圧縮損 － ５４９ ５４９

異 常 製 造 原 価 １５２ １７１ ３０４

退職給付引当金繰入額 ３８ ３８ ７６

そ の 他 ２３９ ２２３ ４４４

税 金 等 調 整 前 ５，４６９ 6.5 ４，６６１ 5.2 １１，６１６ 6.8
中間(当期)純利益

法 人 税 ､ 住 民 税 ２，１７８ 2.6 ２，６９５ 3.0 ５，２８６ 3.1
及 び 事 業 税

法人税等調整額 ２８６ 0.3 △ ６７１ △0.8 ４４７ 0.3

少 数 株 主 利 益 ４５ 0.1 ４５ 0.1 ４１ 0.0

中間(当期)純利益 ２，９５９ 3.5 ２，５９２ 2.9 ５，８４２ 3.4
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中間連結剰余金計算書

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

科 目 金 額 金 額 金 額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２２，３４０ － ２２，３４０

連 結 剰 余 金 減 少 高 １，２８１ － ２，３７２

配 当 金 ９７９ － ２，０７０

役 員 賞 与 ８８ － ８８

(うち監査役賞与) （ ５） － （ ５）

合 併 に 伴 う
２１３ － ２１３剰 余 金 減 少 高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ２，９５９ － ５，８４２

連結剰余金中間期末(期末)残高 ２４，０１８ － ２５，８１０

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 － ２４，４３４ －

資 本 準 備 金 期 首 残 高 － ２４，４３４ －

資 本 剰 余 金 増 加 高 － ２，５４２ －

転 換 社 債 の 転 換 － ２，５４２ －

資本剰余金中間期末残高 － ２６，９７６ －

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 － ２５，８１０ －

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 － ２５，８１０ －

利 益 剰 余 金 増 加 高 － ２，５９２ －

中 間 純 利 益 － ２，５９２ －

利 益 剰 余 金 減 少 高 － １，７２５ －

配 当 金 － １，５５７ －

役 員 賞 与 － １６８ －

(うち監査役賞与) － （ ７） －

利益剰余金中間期末残高 － ２６，６７７ －
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中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別 自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 自 平成13年4月１日

至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

科 目 金 額 金 額 金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 ５，４６９ ４，６６１ １１，６１６
減 価 償 却 費 ３，３９３ ４，０１７ ７，２１５
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １１０ １１１ ２２１
持分法による投資損失 １６２ ３４２ ３４８
貸倒引当金の増加額(減少額) １４８ △ ４６ ２３３
受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ ３６４ △ ２１８ △ ５５５
支 払 利 息 ８９９ ８６０ １，７９２
為替差損（為替差益 ) △ ６５ ７９３ △ ９０７
その他の営業外損益・特別損益 ５０５ １，１４１ １，０８５
売 上 債 権 の 増 加 額 △ ５，５８７ △ １，２３９ △ ７，５３５
た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ ９２６ △ ３，３５４ △ ２，７０９
仕 入 債 務 の 増 加 額 １，９８７ ７１ ２，２２３
その他の資産の増加額(減少額) △ ２，３７６ ６０１ △ ５２６
その他の負債の増加額(減少額) △ ３４４ ２５８ ９１７
役 員 賞 与 支 払 額 △ ８８ △ １６８ △ ８８

小 計 ２，９２３ ７，８３２ １３，３３１
利息及び配当金の受取額 ３３９ ２０５ ５２３
利 息 等 の 支 払 額 △ ９０２ △ ８７８ △ １，７９８
そ の 他 の 収 入 ４６８ ２８３ ６６４
そ の 他 の 支 出 △ ４１６ △ ３９６ △ ７１９
法 人 税 等 の 支 払 額 △ ２，２０２ △ ３，３９７ △ ４，２０８
営業活動によるキャッシュ・フロー ２１１ ３，６４９ ７，７９３

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出 △ ３，５６６ △ ８２０ △ ３，３６７
定期預金の払戻しによる収入 １，２４８ ５５０ ５，３３５
有価証券の取得による支出 △ ４，５７６ △ １，０６８ △ ４，８３７
有価証券の売却による収入 １２２ ５ ３５７
固定資産の取得による支出 △ ５，２５９ △ １２，６４９ △ １１，９０２
固定資産の売却による収入 １１ ２１ ２６１
貸 付 け に よ る 支 出 △ ４３ △ ４７８ △ ２３６
貸付金の回収による収入 ８２ ５４ １４４
その他の投資による支出 △ ０ △ ３ △ １
その他の投資による収入 ３ １ ２８
投資活動によるキャッシュ・フロー △ １１，９７６ △ １４，３８７ △ １４，２１７

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額(純減少額) ４２８ △ １９ △ ２，５９６
コマーシャルペーパーの純増加額 － ７，０００ －
長期借入れによる収入 ６，８００ ５，６００ １２，３０５
長期借入金の返済による支出 △ ２，５９０ △ ２，９５３ △ ５，９９０
株式の発行による支出 △ ２０ － △ ２０
自 己 株 式 の 増 加 額 △ ０ △ １５３ △ ５３
ファイナンス・リース債務返済による支出 △ １００ △ １２６ △ ２２１
配 当 金 の 支 払 額 △ ９７９ △ １，５５５ △ ２，０６６
そ の 他 － △ ０ △ ０
財務活動によるキャッシュ・フロー ３，５３６ ７，７９０ １，３５６

現金及び現金同等物に係る換算差額 １１２ △ ５００ ６９９
現金及び現金同等物の減少額 △ ８，１１５ △ ３，４４７ △ ４，３６８

現金及び現金同等物の期首残高 ４７，１５３ ４２，７８４ ４７，１５３

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ３９，０３７ ３９，３３６ ４２，７８４

－１２－



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社は次の１４社であります。

・ニプロ医工株式会社 ・ニプロタイランドコーポレーション
・福州尼普洛有限公司 ・尼普洛（上海）有限公司
・ニプロメディカルＬＴＤＡ． ・ニプロヨーロッパＮ．Ｖ．
・ニプロメディカルコーポレーション ・ニプロメディカルパナマＳ．Ａ．
・ニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V. ・菱山製薬株式会社
・新和商事株式会社 ・上海日硝保温瓶胆有限公司
・株式会社ニッショー ・株式会社ニッショードラッグ

（２）非連結子会社は３社であります。

非連結子会社のニッショー保険サービス株式会社、ニプロアジアPTE LTD およびニプロダイ
アビーティーズシステム,INC. はいずれも小規模会社であり、合計の総資産額、売上高、中間
純損益及び利益剰余金等（最近５年間平均）は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を与
えておりません。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 １社 株式会社バイファ

持分法を適用していない非連結子会社３社は、それぞれ中間連結純損益及び連結利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりま
せん。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、在外子会社であるニプロタイランドコーポレーション（タイ）、福州尼
普洛有限公司、尼普洛（上海）有限公司、上海日硝保温瓶胆有限公司（以上３社中国）、ニプ
ロメディカルＬＴＤＡ．（ブラジル）、ニプロヨーロッパＮ．Ｖ．（ベルギー）、ニプロメデ
ィカルコーポレーション（米国）、ニプロメディカルパナマＳ．Ａ．（パナマ）およびニプロ
メディカルメキシコS.A.DE C.V.(メキシコ）の中間決算日は６月３０日であります。中間連結
財務諸表の作成にあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券

満期保有目的の債券 … 償却原価法（定額法）

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の … 中間決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均
法により算定）

時 価 の な い も の … 総平均法による原価法

②た な 卸 資 産

医療、医薬品及び器材部門 … 主として総平均法による原価法、一部について先入先出
法による原価法

ス ト ア 部 門 … 売価還元原価法
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………… 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）については定額法によっております。
また、在外子会社９社については各国の税法に基づいた定額

法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金 …… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当中間
連結会計期間対応額を計上しております。

③売 上 値 引 引 当 金 …… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込まれ
る売上値引等に備えるため、その見込額を計上しております。

④退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における退
職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期
間末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付会計基準変更時差異（５１９百万円）について

は、５年による均等按分額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌連結会計年度よ

り５年による均等按分額を費用処理しております。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の中
間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に
換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

（５）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６）期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、前中間連結会
計期間および前連結会計年度のそれぞれの末日は金融機関の休日であったため、次の期末
日満期手形が以下の科目に含まれております。

（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

受 取 手 形 726 百万円 － 百万円 948 百万円
支 払 手 形 757 〃 － 〃 970 〃

（７）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随
時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（追加情報）

当中間連結会計期間から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する
会計基準」（平成１４年２月２１日 企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に
伴う影響額はありません。
なお、中間連結財務諸表規則の改正に伴い、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照

表の資本の部および中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により
作成しております。

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 8,947 百万円 9,272 百万円 9,313 百万円

減価償却累計額相当額 3,650 〃 4,243 〃 3,872 〃

中間期末(期末)残高相当額 5,296 〃 5,028 〃 5,440 〃

未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 以 内 1,437 百万円 1,521 百万円 1,502 百万円

１ 年 超 4,395 〃 4,349 〃 4,675 〃

計 5,833 〃 5,870 〃 6,177 〃

支 払 リ ー ス 料 820 百万円 1,057 百万円 1,624 百万円

減価償却費相当額 790 百万円 900 百万円 1,504 百万円

支 払 利 息 相 当 額 108 百万円 149 百万円 223 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産については残存価額を１０％と仮定し定率法
により計算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法
によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

（１）前中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医 薬 品 器 材 ス ト ア そ の 他 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

37,231 7,619 5,576 32,580 798 83,805 － 83,805
対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
8 － 641 － 291 941 ( 941) －

売上高又は振替高

計 37,239 7,619 6,217 32,580 1,090 84,746 ( 941) 83,805

営 業 費 用 30,282 7,081 5,320 31,706 1,050 75,441 1,524 76,966

営 業 利 益 6,956 538 896 873 39 9,305 ( 2,466) 6,839

（２）当中間期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医 薬 品 器 材 ス ト ア そ の 他 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

38,273 10,054 5,323 34,948 809 89,408 － 89,408
対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
231 － 1,280 0 257 1,770 ( 1,770) －

売上高又は振替高

計 38,504 10,054 6,604 34,948 1,067 91,179 ( 1,770) 89,408

営 業 費 用 31,458 9,189 5,722 34,263 911 81,545 476 82,022

営 業 利 益 7,046 864 881 685 155 9,633 ( 2,246) 7,386

（３）前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医 薬 品 器 材 ス ト ア そ の 他 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

77,572 15,946 11,233 64,764 1,701 171,217 － 171,217
対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
15 － 1,380 － 636 2,032 ( 2,032) －

売上高又は振替高

計 77,587 15,946 12,613 64,764 2,337 173,249 ( 2,032) 171,217

営 業 費 用 62,571 14,842 10,808 63,726 2,223 154,172 2,610 156,782

営 業 利 益 15,015 1,104 1,805 1,037 114 19,077 ( 4,642) 14,434
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（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品および商品の名称

事業区分は、市場における使用目的の類似性を考慮して区分しております。

各事業区分に属する主要な製品および商品名は次のとおりであります。

事 業 区 分 主 要 製 品 お よ び 商 品 名

医 療 人工腎臓透析器、血液回路、注射針、注射筒、輸液セット等

医 薬 品 外皮用剤、生理食塩水溶解キット品、ビタミン剤、循環器官用剤等

器 材 硝子管、魔法瓶用硝子、小型電球用バルブ、硝子食器、家庭用品、建材、ゴム栓等

ス ト ア 精肉、鮮魚、野菜、果物、加工食品、日配食品、冷凍食品、日用雑貨、医薬品等

そ の 他 医療用器具製造機械、不動産賃貸料等

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連

結会計期間２，４６６百万円、当中間連結会計期間２，２４６百万円、前連結会計年度

４，６４２百万円であり、その主なものは、親会社の試験研究費用および親会社本社管

理部門等に係る費用であります。
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２．所在地別セグメント情報

（１）前中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
78,806 1,995 2,054 948 83,805 － 83,805

対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
4,748 174 75 3,952 8,951 ( 8,951) －

売上高又は振替高

計 83,554 2,170 2,129 4,901 92,756 ( 8,951) 83,805

営 業 費 用 74,239 2,843 2,703 3,808 83,596 ( 6,630) 76,966

営 業 利 益 又 は
9,314 △ 673 △ 573 1,093 9,160 ( 2,321) 6,839

営業損失 (△ )

（２）当中間期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
83,520 2,206 2,785 896 89,408 － 89,408

対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
4,624 221 29 4,340 9,216 ( 9,216) －

売上高又は振替高

計 88,144 2,428 2,815 5,236 98,625 ( 9,216) 89,408

営 業 費 用 78,904 2,606 2,824 4,621 88,956 ( 6,934) 82,022

営 業 利 益 又 は
9,240 △ 177 △ 8 615 9,668 ( 2,281) 7,386

営業損失 (△ )

（３）前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
160,058 4,681 4,623 1,853 171,217 － 171,217

対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
9,185 394 119 8,415 18,115 ( 18,115) －

売上高又は振替高

計 169,244 5,075 4,743 10,269 189,332 ( 18,115) 171,217

営 業 費 用 150,912 5,404 5,726 8,273 170,316 ( 13,534) 156,782

営 業 利 益 又 は
18,332 △ 328 △ 982 1,995 19,016 ( 4,581) 14,434

営業損失 (△ )
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(注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域

ア メ リ カ ………… 米国、ブラジル
ヨーロッパ ………… ベルギー
ア ジ ア ………… 中国、タイ

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間
連結会計期間２，４６６百万円、当中間連結会計期間２，２４６百万円、前連結会計
年度４，６４２百万円であり、その主なものは、親会社の試験研究費用および親会社
本社管理部門等に係る費用であります。

３．海外売上高

（１）前中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日） (単位 百万円)

アメリカ ヨ ー ロ ッ パ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 10,558 8,255 2,435 21,250

Ⅱ 連 結 売 上 高 83,805

Ⅲ 連結売上高に占める
12.6％ 9.9％ 2.9％ 25.4％

海外売上高の割合

（２）当中間期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日） (単位 百万円)

アメリカ ヨ ー ロ ッ パ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 9,659 9,295 2,839 21,794

Ⅱ 連 結 売 上 高 89,408

Ⅲ 連結売上高に占める
10.8％ 10.4％ 3.2％ 24.4％

海外売上高の割合

（３）前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） (単位 百万円)

アメリカ ヨ ー ロ ッ パ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 22,429 17,180 5,005 44,615

Ⅱ 連 結 売 上 高 171,217

Ⅲ 連結売上高に占める
13.1％ 10.1％ 2.9％ 26.1％

海外売上高の割合

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域

ア メ リ カ ………… 米国、カナダ、ブラジル
ヨーロッパ ………… ベルギー、デンマーク、ドイツ
ア ジ ア ………… 中国、台湾、タイ

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高で
あります。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)

中間連結 中間連結 連 結
取得原価 貸借対照表 差 額 取得原価 貸借対照表 差 額 取得原価 貸借対照表 差 額

計 上 額 計 上 額 計上額

株 式 12,108 20,921 8,812 12,573 19,196 6,622 12,946 22,392 9,446

そ の 他 1,205 645 △ 560 440 423 △ 16 823 514 △ 309

合 計 13,314 21,567 8,252 13,013 19,619 6,605 13,770 22,906 9,136

（注） 前中間連結会計期間６百万円、当中間連結会計期間３８３百万円、前連結会計年度４１８百万
円の減損処理を行っております。
なお、当該株式の減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて５０％以上下落し、

かつ、合理的な反証がないことを基準として処理を行っております。

２．時価評価されていない有価証券

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在)

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

満期保有目的の債券

割 引 金 融 債 １４ １４ １４

そ の 他 有 価 証 券

非上場株式(店頭売買株式を除く) １，１５７ １，５８４ ６２０

子会社株式及び関連会社株式

子 会 社 株 式 １４８ １８６ １８６

関 連 会 社 株 式 ７，０４０ ６，５１２ ６，８５４

合 計 ８，３６１ ８，２９７ ７，６７６

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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生産、受注及び販売の状況

１．生産実績

（１）前中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
生 産 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ２７，８８５ ＋ ５．１

医 薬 品 ７，８４６ ＋ ２１．７

器 材 １，９８４ ＋ ５．５

そ の 他 １５４ △ ７２．３

合 計 ３７，８７２ ＋ ６．９

（２）当中間期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
生 産 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ２９，１７４ ＋ ４．６

医 薬 品 １０，９９７ ＋ ４０．１

器 材 １，６３５ △ １７．６

そ の 他 ３９８ ＋１５７．６

合 計 ４２，２０６ ＋ １１．４

（３）前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
生 産 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ５６，７２９ ＋ ４．３

医 薬 品 １６，２８０ ＋ ２２．６

器 材 ３，９６７ △ １．９

そ の 他 ６３６ △ １４．５

合 計 ７７，６１４ ＋ ７．１

（注）１．金額は平均販売価格によって算出しております。

２．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注実績

当社グループは、見込生産形態を採っておりますので、該当事項はありません。
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３．販売実績

（１）前中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
販 売 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ３７，２３１ ＋ １２．４

医 薬 品 ７，６１９ ＋ １４．８

器 材 ５，５７６ △ ３．９

ス ト ア ３２，５８０ ＋ １８．５

そ の 他 ７９８ △ ６４．４

合 計 ８３，８０５ ＋ １１．３

（２）当中間期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
販 売 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ３８，２７３ ＋ ２．８

医 薬 品 １０，０５４ ＋ ３２．０

器 材 ５，３２３ △ ４．５

ス ト ア ３４，９４８ ＋ ７．３

そ の 他 ８０９ ＋ １．４

合 計 ８９，４０８ ＋ ６．７

（３）前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
販 売 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ７７，５７２ ＋ １６．８

医 薬 品 １５，９４６ ＋ １２．９

器 材 １１，２３３ △ ４．７

ス ト ア ６４，７６４ ＋ １４．０

そ の 他 １，７０１ △ ４２．０

合 計 １７１，２１７ ＋ １２．６

（注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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平成 15年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 26日

上   場   会   社   名       ニプロ株式会社 上場取引所　　　　　東 大

コード番号       8086 本社所在都道府県　大阪府

　　（　ＵＲＬ　http://www.nipro.co.jp/　）

代　　表　　者   代表取締役社長  佐野　　實

問合せ先責任者   取締役経理部長  山部　哲彦 TEL (06) 6372 - 2331
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 26日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　　　平成 14年 12月 10日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 （金額は百万円未満切捨て表示）

　　　売   上   高 　  営　業　利　益 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 49,566 △ 9.6 5,098 9.6 4,450 12.6
13年 9月中間期 54,831 △ 10.7 4,653 3.6 3,951 0.1
14年 3月期 104,282 10,021 10,069

     中間(当期）純利益      １ 株 当 た り 中 間

       ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 2,525 13.5 43.89
13年 9月中間期 2,225 42.8 39.77
14年 3月期 5,375 96.05
(注)①期中平均株式数 　　　　   14年9月中間期　57,535,917 株   13年9月中間期　55,953,359 株   14年3月期　55,966,603 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 21.00 －
13年 9月中間期 19.50 －
14年 3月期 － 47.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 40.6 1,513.64
13年 9月中間期 39.3 1,479.75
14年 3月期 40.1 1,530.15
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期 59,869,373 株　　13年 9月中間期　55,956,018 株　14年 3月期　56,633,918 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期  　109,818 株　　13年 9月中間期       　969 株　14年 3月期    　36,231 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　経　常　利　益 　　当期純利益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 23.50 44.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   89 円 80 銭 

　　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。

　　　 実際の業績は、今後様々な要因によって、予想数値と異なる結果となる可能性があります。

　　　 なお、上記予想に関する事項は、添付資料の７ページをご参照ください。

101,000 9,500 5,400

223,137
210,903
216,311

90,620
82,800
86,658
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中間貸借対照表
(単位 百万円)

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前 期 末
期 別

平成13年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成14年3月31日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 資 産 ８７，２４４ 41.4 ９１，６９０ 41.1 ８７，８２７ 40.6

現 金 及 び 預 金 ３１，５３７ ２７，１６９ ２９，４６１

受 取 手 形 １４，１２４ １４，３２２ １３，８９８

売 掛 金 ２４，９７０ ２５，１１１ ２６，５５３

た な 卸 資 産 １４，３６６ １７，３９０ １５，４４１

繰 延 税 金 資 産 ７２９ ９００ ６３８

そ の 他 １，６２５ ６，８５８ １，９４６

貸 倒 引 当 金 △ １０９ △ ６２ △ １１２

固 定 資 産 １２３，６５９ 58.6 １３１，４４６ 58.9 １２８，４８４ 59.4

有 形 固 定 資 産 ３２，３４３ 15.3 ３３，５３９ 15.0 ３１，９４９ 14.8

建 物 １１，７５１ １１，２２４ １１，２７１

機 械 及 び 装 置 ６，６００ ７，４７４ ６，２１８

土 地 １２，４４０ １２，４４０ １２，４４０

そ の 他 １，５５０ ２，３９９ ２，０１９

無 形 固 定 資 産 ２３７ 0.1 ３３９ 0.2 ３７９ 0.2

投資その他の資産 ９１，０７８ 43.2 ９７，５６８ 43.7 ９６，１５５ 44.4

投 資 有 価 証 券 ２１，７５３ ２０，０４１ ２２，４７６

関 係 会 社 株 式 ４９，６７６ ５１，５５８ ５０，８５９

関係会社出資金 １０，４９６ １０，７６６ １０，７６６

そ の 他 ９，６３２ １５，７３８ １２，５６９

貸 倒 引 当 金 △ ４８０ △ ５３７ △ ５１７

資 産 合 計 ２１０，９０３ 100.0 ２２３，１３７ 100.0 ２１６，３１１ 100.0

－２４－



中間貸借対照表
(単位 百万円)

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前 期 末
期 別

平成13年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成14年3月31日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 負 債 ５２，８９７ 25.1 ８２，９７１ 37.2 ７８，３７１ 36.2

支 払 手 形 １２，７４０ １４，４２２ １２，９９７

買 掛 金 １０，７４８ １０，３０３ １１，５４５

短 期 借 入 金 ２２，６５３ ２１，３９７ ２１，２７６

１年以内償還予定 － １５，０００ １３，０００社 債

１年以内償還予定 － ６，１２０ １１，２１０転 換 社 債

未 払 法 人 税 等 １，７６０ １，８４５ ２，３５０

賞 与 引 当 金 ８６０ １，２２８ ６８０

売上値引引当金 １，３２９ ９３６ ９３６

コマーシャルペーパー － ７，０００ －

そ の 他 ２，８０５ ４，７１７ ４，３７５

固 定 負 債 ７５，２０５ 35.6 ４９，５４５ 22.2 ５１，２８２ 23.7

社 債 ４５，０００ ３０，０００ ３２，０００

転 換 社 債 １２，３０７ － －

長 期 借 入 金 １３，３１１ １５，６５６ １４，１９１

繰 延 税 金 負 債 ２，７８６ １，７５１ ３，１７７

退職給付引当金 ９４８ １，１９３ １，００８

預 り 保 証 金 ８５２ ９４４ ９０４

負 債 合 計 １２８，１０３ 60.7 １３２，５１７ 59.4 １２９，６５３ 59.9

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２２，５６３ 10.7 － － ２３，１１２ 10.7

資 本 準 備 金 ２３，８８６ 11.3 － － ２４，４３４ 11.3

利 益 準 備 金 １，１９６ 0.6 － － １，１９６ 0.6

そ の 他 の 剰 余 金 ３０，６９４ 14.6 － － ３２，７５３ 15.1

任 意 積 立 金 ２８，０４２ － ２８，０４２

中間(当期)未処分利益 ２，６５１ － ４，７１０

その他有価証券評価差額金 ４，４６１ 2.1 － － ５，２１５ 2.4

自 己 株 式 △ １ △0.0 － － △ ５４ △0.0

資 本 金 － － ２５，６６０ 11.5 － －

資 本 剰 余 金 － － ２６，９７６ 12.1 － －

資 本 準 備 金 － ２６，９７６ －

利 益 剰 余 金 － － ３４，７５３ 15.6 － －

利 益 準 備 金 － １，１９６ －

任 意 積 立 金 － ３０，５９７ －

中間未処分利益 － ２，９５９ －

その他有価証券評価差額金 － － ３，４３７ 1.5 － －

自 己 株 式 － － △ ２０８ △0.1 － －

資 本 合 計 ８２，８００ 39.3 ９０，６２０ 40.6 ８６，６５８ 40.1

負 債 ・ 資 本 合 計 ２１０，９０３ 100.0 ２２３，１３７ 100.0 ２１６，３１１ 100.0

－２５－



中間損益計算書
(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 ５４，８３１ 100.0 ４９，５６６ 100.0 １０４，２８２ 100.0

売 上 原 価 ４１，４４９ 75.6 ３６，６７１ 74.0 ７７，７３４ 74.5

売 上 総 利 益 １３，３８１ 24.4 １２，８９４ 26.0 ２６，５４７ 25.5

販売費及び一般管理費 ８，７２７ 15.9 ７，７９６ 15.7 １６，５２６ 15.9

営 業 利 益 ４，６５３ 8.5 ５，０９８ 10.3 １０，０２１ 9.6

営 業 外 収 益 ５１３ 0.9 ７４９ 1.5 １，６０７ 1.5

受 取 利 息 ７１ ８１ １３９

為 替 差 益 － － ８８１

そ の 他 ４４２ ６６８ ５８７

営 業 外 費 用 １，２１６ 2.2 １，３９８ 2.8 １，５５９ 1.5

支 払 利 息 １７３ １５５ ３３０

社 債 利 息 ６０７ ５７６ １，２０９

為 替 差 損 ３９７ ６５８ －

そ の 他 ３７ ６ １９

経 常 利 益 ３，９５１ 7.2 ４，４５０ 9.0 １０，０６９ 9.6

特 別 利 益 １５８ 0.3 ３３ 0.1 １３５ 0.1

特 別 損 失 ３５８ 0.7 ６３３ 1.3 １，０８２ 1.0

固定資産売却・除却損 ２７ ２５ １１５

投資有価証券売却損 １０６ － ２６８

投資有価証券評価損 － ３８３ ３９０

そ の 他 ２２４ ２２３ ３０８

税引前中間(当期)純利益 ３，７５１ 6.8 ３，８５１ 7.8 ９，１２２ 8.7

法人税､住民税及び事業税 １，５６８ 2.9 １，７３２ 3.5 ３，８５０ 3.7

法人税等調整額 △ ４２ △0.1 △ ４０６ △0.8 △ １０３ △0.1

中間(当期)純利益 ２，２２５ 4.0 ２，５２５ 5.1 ５，３７５ 5.1

前 期 繰 越 利 益 ４２６ ４３４ ４２６

中 間 配 当 額 － － １，０９１

中間(当期)未処分利益 ２，６５１ ２，９５９ ４，７１０

－２６－



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有 価 証 券

満期保有目的の債券 …… 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式
…… 総平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の … 中間決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法
により算定）

時 価 の な い も の … 総平均法による原価法

（２）た な 卸 資 産

商品・製品・仕掛品 …… 総平均法による原価法

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 …… 先入先出法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 …… 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）については定額法によっております。

無 形 固 定 資 産 …… 定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸 倒 引 当 金 …………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞 与 引 当 金 …………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当中
間会計期間対応額を計上しております。

（３）売上値引引当金 …………… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込ま
れる売上値引等に備えるため、その見込額を計上しております。

（４）退職給付引当金 …………… 従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債
務および年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付会計基準変更時差異（１４７百万円）につい

ては、５年による均等按分額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌期から５年に

よる均等按分額を費用処理しております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）

当中間会計期間から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計
基準」（平成１４年２月２１日 企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に伴う
影響額はありません。
なお、中間財務諸表等規則の改正に伴い、当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の

部については、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。
－２７－



注 記 事 項

（中間貸借対照表関係）
（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 41,315 百万円 43,203 百万円 41,966 百万円

２．担 保 に 供 し て い る 資 産

建 物 7,776 百万円 7,112 百万円 6,993 百万円

土 地 4,343 〃 3,932 〃 3,932 〃

３．保 証 債 務 の 残 高 24,377 百万円 21,420 百万円 22,170 百万円

４．連 帯 債 務 の 残 高 2,395 百万円 2,187 百万円 2,291 百万円

５．手 形 割 引 高 76 百万円 26 百万円 11 百万円

６．自 己 株 式 の 株 数 969 株 109,818 株 36,231 株

７．期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、前中間会計期間お
よび前事業年度のそれぞれの末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が以下
の科目に含まれております。

（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

受 取 手 形 696 百万円 － 百万円 817 百万円
支 払 手 形 832 〃 － 〃 862 〃

（中間損益計算書関係）
（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

減 価 償 却 実 施 額

有 形 固 定 資 産 1,501 百万円 1,453 百万円 3,038 百万円

無 形 固 定 資 産 38 〃 50 〃 78 〃

部門別売上高および構成比率
(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

部 門 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
医 療 部 門 ３７，０５３ 67.6 ３７，１６７ 75.0 ７５，８４３ 72.7

医 薬 品 部 門 ３，７８０ 6.9 ５，６９４ 11.5 ７，７１５ 7.4

器 材 部 門 ５，３６７ 9.8 ５，２８９ 10.6 １１，１０３ 10.7

ス ト ア 部 門 ７，４１２ 13.5 － － ７，４１２ 7.1

そ の 他 １，２１６ 2.2 １，４１５ 2.9 ２，２０７ 2.1

合 計 ５４，８３１ 100.0 ４９，５６６ 100.0 １０４，２８２ 100.0

( う ち 輸 出 高 ) (１６，２５１) 29.6 (１５，９０５) 32.1 (３３，４５６) 32.1

－２８－



（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 1,602 百万円 910 百万円 867 百万円

減価償却累計額相当額 1,003 〃 579 〃 540 〃

中間期末(期末)残高相当額 598 〃 330 〃 326 〃

未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 以 内 300 百万円 169 百万円 179 百万円

１ 年 超 343 〃 278 〃 297 〃

計 644 〃 447 〃 477 〃

支 払 リ ー ス 料 210 百万円 104 百万円 271 百万円

減価償却費相当額 239 百万円 83 百万円 259 百万円

支 払 利 息 相 当 額 13 百万円 6 百万円 17 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産については残存価額を１０％と仮定し定率法
により計算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法
によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。

（有価証券関係）

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末において子会社株式及び関連会社株式で
時価のあるものはありません。

－２９－


